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第１章 目  的 

 

 

第１条 ［目的］ 

本規程は､職員の育児･介護休業､育児･介護のための諸制度に関する取扱いにつ

いて定めます。本規程に定めのない事項は法令の定めるところによります。 

 

 

第２章 育児休業制度 

 

第１節 育 児 休 業 

 

第２条 ［育児休業制度の対象者］ 

育児のために休業することを希望する職員（日雇職員を除く）であって、１歳に

満たない子と同居し、養育する者は、この規程に定めるところにより育児休業を

することができます。ただし有期契約職員にあっては申出時点において、子が１

歳６ヶ月（本条第６項または第７項の申出にあっては２歳）に達する日までに労

働契約期間が満了し、更新されないことが明らかでない者に限り育児休業をす

ることができます。 

2､ 本条１項、第３項から第７項にかかわらず、労使協定により除外された次の職

員からの休業の申出は拒むことができます。 

(1)入社１年未満の者 

(2)申出の日から１年（本条第４項から第７項の申出にあっては６ヵ月）以内

に雇用関係が終了することが明らかな者 

(3)所定労働日数が週２日以下の者 

3､ 配偶者が職員と同じ日からまたは職員より先に育児休業または出生時育児休

業をしている場合、職員は子が１歳２ヵ月に達するまでの間で、出生日以後の産

前・産後休業期間、育児休業期間および出生時育児休業期間との合計が１年を限

度として、育児休業をすることができます。 

4､ 次のいずれにも該当する職員は、子が１歳６ヵ月に達するまでの間で必要な

日数について育児休業をすることができます。なお、育児休業を開始しようとす

る日は、原則として子の１歳の誕生日に限るものとします。ただし、配偶者が育

児・介護休業法第５条第３項（本項）に基づく休業を子の１歳の誕生日から開始

する場合は、配偶者の育児休業終了予定日の翌日以前の日を開始日とすること

ができます。 

(1)職員または配偶者が原則として子の１歳の誕生日の前日に育児休業をし

ていること 

(2)次のいずれかの事情があること 
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ア．保育所等に入所を希望しているが、入所できない場合 

イ．職員の配偶者であって、育児休業の対象となる子の親であり、１歳以

降育児に当たる予定であった者が、死亡、負傷、疾病等の事情により

子を養育することが困難になった場合 

(3)子の１歳の誕生日以降に本項の休業をしたことがないこと 

5､ 前項にかかわらず、産前・産後休業、出生時育児休業、介護休業または新たな

育児休業が始まったことにより本条第１項または第４項に基づく休業（配偶者

の死亡等特別な事情による３回目以降の休業を含む）が終了し、終了事由である

産前・産後休業等に係る子または介護休業に係る対象家族が死亡等した職員は、

子が１歳６ヵ月に達するまでの間で必要な日数について育児休業をすることが

できます。 

6､ 次のいずれにも該当する職員は、子が２歳に達するまでの間で必要な日数に

ついて育児休業をすることができます。なお、育児休業を開始しようとする日は、

原則として子の１歳６ヵ月の誕生日応当日に限るものとします。ただし、配偶者

が育児・介護休業法第５条第４項（本項）に基づく休業を子の１歳６ヵ月の誕生

日応当日から開始する場合は、配偶者の育児休業終了予定日の翌日以前の日を

開始日とすることができます。 

(1)職員または配偶者が子の１歳６ヵ月の誕生日応当日の前日に育児休業を

していること 

(2)次のいずれかの事情があること 

ア．保育所等に入所を希望しているが、入所できない場合 

イ．職員の配偶者であって、育児休業の対象となる子の親であり、１歳６

ヵ月以降育児に当たる予定であった者が、死亡、負傷、疾病等の事情

により子を養育することが困難になった場合 

(3)子の１歳６ヵ月の誕生日応当日以降に本項の休業をしたことがないこと 

7､ 前項にかかわらず、産前・産後休業、出生時育児休業、介護休業または新たな

育児休業が始まったことにより本条第１項、第４項、第５項または第６項に基づ

く休業が終了し、終了事由である産前・産後休業等に係る子または介護休業に係

る対象家族が死亡等した職員は、子が２歳に達するまでの間で必要な日数につ

いて育児休業をすることができます。 

 

第３条 ［育児休業の申出の手続等］ 

育児休業を希望する者は､原則として育児休業を開始しようとする日（以下｢育

児休業開始予定日｣という）の１ヵ月前（第２条第４項から第７項に基づく１歳

および１歳６ヵ月を超える休業の場合は２週間前）までに､育児休業申出書を所

属長に提出することにより申出るものとします。なお、育児休業中である有期契

約職員が雇用契約を更新するにあたり、引き続き休業を希望する場合には、更新

された雇用契約期間の初日を育児休業開始予定日として、育児休業申出書を所

属長に提出することにより再度の申出ができるものとします。 

2､ 第２条第１項に基づく休業の申出は、次のいずれかに該当する場合を除き、一
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子につき２回までとします。 

(1)第２条第１項に基づく休業をした者が本条第１項後段の申出をしようと

する場合 

(2)配偶者の死亡等特別の事情がある場合 

3､ 第２条第４項に基づく休業の申出は、次のいずれかに該当する場合を除

き、一子につき１回限りとします。 

(1)第２条第４項または第５項に基づく休業をした者が本条第１項後段の申

出をしようとする場合 

(2)産前・産後休業、出生時育児休業、介護休業または新たな育児休業が始ま

ったことにより第２条第１項、第４項または第５項に基づく育児休業が

終了したが、終了事由である産前・産後休業等に係る子または介護休業に

係る対象家族が死亡等した場合 

4､ 第２条第６項に基づく休業の申出は、次のいずれかに該当する場合を除

き、一子につき１回限りとします。 

(1)第２条第６項または第７項に基づく休業をした者が本条第１項後段の申

出をしようとする場合 

(2)産前・産後休業、出生時育児休業、介護休業または新たな育児休業が始ま

ったことにより第２条第１項、第４項、第５項、第６項または第７項に基

づく育児休業が終了したが、終了事由である産前・産後休業等に係る子ま

たは介護休業に係る対象家族が死亡等した場合 

5､ 本条第１項にかかわらず、出産予定日より早い子の出生や配偶者の死亡等、特

別の事情に該当する場合は、休業開始予定日の１週間前までに申出るものとし

ます。 

6､ 法人は､育児休業申出書を受け取るに当たり、必要最小限度の各種証明書の提

出を求めることがあります。 

7､ 育児休業申出書が提出されたときは､法人は速やかに当該育児休業申出書を

提出した者（以下｢申出者｣という）に対し､育児休業取扱通知書を交付します。 

8､ 申出の日後に申出に係る子が出生したときは､申出者は、出生後２週間以内に

所属長に書面で育児休業対象児出生届を提出しなければなりません。 

 

第４条 ［育児休業開始予定日の指定］ 

前条第１項に定める期日までに育児休業の申出がなされなかった場合には、法

人は休業を開始しようとする日以後の、次のいずれかの日を指定して育児休業

開始予定日を指定することができます。 

(1)第２条第１項に基づく１歳までの育児休業については、申出の日の翌日

から起算して１ヵ月を経過する日までの間の日 

(2)第２条第４項から第７項に基づく１歳以降および１歳６ヵ月以降の育児

休業については、申出の日が１歳（または１歳６ヵ月）到達日以前の場合

は、申出の日の翌日から起算して２週間を経過する日までの間の日、申出

の日が１歳（または１歳６ヵ月）到達日後の場合は、申出の日の翌日から
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起算して１ヵ月を経過する日までの間の日 

(3)前条第５項の特別な事情に該当する場合は、申出の日の翌日から１週間

を経過する日までの間の日 

2､ 休業開始予定日を指定する場合は、申出の日の翌日から３日以内であって、か

つ本人の申出た休業開始予定日までに文書により指定します。 

 

第５条 ［育児休業の申出の撤回等］ 

育休申出者は､育児休業開始予定日の前日までは､育児休業申出撤回届を所属長

に提出することにより、育児休業の申出を撤回することができます。 

2､ 育児休業申出撤回届が提出されたときは、法人は速やかに当該育児休業申出

撤回届を提出した者に対し、育児休業取扱通知書を交付します。 

3､ 第２条第１項に基づく休業の申出の撤回は、撤回１回につき１回休業したも

のとみなす。第２条第４項または第５項および第６項または第７項に基づく休

業の申出を撤回した者は、特別の事情がない限り同一の子については再度申出

をすることができません。 

4､ 前項にかかわらず、第２条第１項に基づく休業の申出を撤回した職員であっ

ても第２条第４項または第５項および第６項または第７項に基づく休業の申出

を行なうことができ、第２条第４項または第５項に基づく休業の申出を撤回し

た職員であっても第２条第６項または第７項に基づく休業の申出を行なうこと

ができます。 

5､ 育児休業開始予定日の前日までに､子の死亡等により育休申出者が休業申出

に係る子を養育しないこととなった場合には､育児休業の申出はされなかった

ものとみなします。この場合において､育休申出者は､原則として当該事由が発

生した日に､所属長にその旨を通知しなければなりません。 

 

第６条 ［育児休業の期間等］ 

育児休業の期間は、原則として子が１歳に達するまで（第２条第３項から第７項

に基づく休業の場合は、それぞれ定められた時期まで）を限度として、育児休業

申出書に記載された期間とします。 

2､ 職員は、育児休業期間変更申出書により、所属長に育児休業開始予定日の１週

間前までに申し出ることにより、育児休業開始予定日の繰り上げ変更を、また、

育児休業を終了しようとする日（以下「育児休業終了予定日」という）の１ヵ月

前（第２条第４項から第７項に基づく休業をしている場合は、２週間前）までに

申し出ることにより、育児休業終了予定日の繰り下げ変更を行うことができま

す。 

3､ 育児休業開始予定日の繰り上げ変更および育児休業終了予定日の繰り下げ変

更とも、原則として第２条第１項に基づく休業１回につき１回に限り行うこと

ができますが、第２条第４項から第７項に基づく休業の場合には、第２条第１項

に基づく休業とは別に、子が１歳から１歳６ヵ月に達するまでおよび１歳６ヵ

月から２歳に達するまでの期間内で、それぞれ１回、育児休業終了予定日の繰り
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下げ変更を行うことができます。 

4､ 育児休業期間変更申出書が提出されたときは、法人は速やかに当該育児休業

期間変更申出書を提出した者に対し、育児休業取扱通知書を交付します。 

5､ 職員が休業終了予定日の繰上げ変更を希望する場合には、変更後の終了予定

日の２週間前までに所属長に育児休業期間変更申出書により申出るものとし、

法人がこれを適当と認めた場合は、速やかに育児休業取扱通知書を本人に交付

します。 

6､ 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、育児休業は終了するも

のとし、当該育児休業の終了日は当該各号に掲げる日とします。 

(1)子の死亡等育児休業に係る子を養育しないこととなった場合 

当該事由が発生した日（なお、この場合において本人が出勤する日は、事

由発生の日から２週間以内であって、法人と本人が話し合いの上決定し

た日とします） 

(2)育児休業に係る子が１歳に達した場合等 

子が１歳に達した日（第２条第３項に基づく休業の場合を除く） 

第２条第４項または第５項に基づく休業の場合は子が１歳６ヵ月に達し

た日 

第２条第６項または第７項に基づく休業の場合は子が２歳に達した日 

(3)育休申出者について、産前産後休業、出生時育児休業、介護休業または新

たな育児休業期間が始まった場合 

産前産後休業、出生時育児休業、介護休業または新たな育児休業の開始日

の前日 

(4)第２条第３項に基づく休業の場合において、出生日以後の産前・産後休業

期間と育児休業（出生時育児休業含む）期間との合計が１年に達した場合 

当該１年に達した日 

7､ 前項第１号の事由が生じた場合には、育休申出者は原則として当該事由が生

じた日に所属長にその旨を通知しなければなりません。 

 

 

第２節 出 生 時 育 児 休 業 

 

第７条 ［出生時育児休業の対象者］ 

育児のために休業することを希望する者（日雇職員を除く）であって、産後休業

をしておらず、子の出生日または出産予定日のいずれか遅い方から８週間以内

の子と同居し、養育する者は、この規程に定めるところにより出生時育児休業を

することができます。ただし、有期契約職員にあっては、申出時点において、子

の出生日または出産予定日のいずれか遅い方から８週間を経過する日の翌日か

ら６ヵ月を経過する日までに労働契約期間が満了し、更新されないことが明ら

かでない者に限り、出生時育児休業をすることができます。 

2､ 前項にかかわらず、労使協定により除外された次の職員は、休業することがで
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きません。 

(1)入社１年未満の者 

(2)申出の日から８週間以内に雇用関係が終了することが明らかな者 

(3)所定労働日数が週２日以下の者 

 

第８条 ［出生時育児休業の申出の手続等］ 

出生時育児休業をすることを希望する職員は、原則として出生時育児休業を開

始しようとする日（以下「出生時育児休業開始予定日」という）の２週間前まで

に出生時育児休業申出書を所属長に提出することにより申し出るものとします。

なお、出生時育児休業中の有期契約職員が雇用契約を更新するに当たり、引き続

き休業を希望する場合には、更新された雇用契約期間の初日を出生時育児休業

開始予定日として、出生時育児休業申出書により再度の申出を行うものとしま

す。 

2､ 第６条第１項に基づく休業の申出は、一子につき２回まで分割できます。ただ

し、２回に分割する場合は２回分まとめて申し出ることとし、まとめて申し出な

かった場合は後の申出を拒む場合があります。 

3､ 法人は、出生時育児休業申出書を受け取るに当たり、必要最小限度の各種証明

書の提出を求めることがあります。 

4､ 出生時育児休業申出書が提出されたときは、法人は速やかに当該出生時育児

休業申出書を提出した者（以下この章において「出生時育休申出者」という）に

対し、出生時育児休業取扱通知書を交付します。 

5､ 申出の日後に申出に係る子が出生したときは、出生時育休申出者は、出生後２

週間以内に所属長に出生時育児休業対象児出生届を提出しなければなりません。 

 

第９条 ［出生時育児休業開始予定日の指定］ 

前条第１項に定める期日までに出生時育児休業の申出がなされなかった場合に

は、法人は休業を開始しようとする日以後、申出の日の翌日から起算して２週間

を経過する日までの間のいずれかの日を指定して出生時育児休業開始予定日を

指定することができます。 

2､ 出生時育児休業開始予定日を指定する場合は、申出の日の翌日から３日以内

であって、かつ本人の申出た休業開始予定日までに、文書により指定します。 

 

第１０条［出生時育児休業の申出の撤回等］ 

出生時育休申出者は、出生時育児休業開始予定日の前日までは、出生時育児休業

申出撤回届を所属長に提出することにより、出生時育児休業の申出を撤回する

ことができます。 

2､ 出生時育児休業申出撤回届が提出されたときは、法人は速やかに当該出生時

育児休業申出撤回届を提出した者に対し、出生時育児休業取扱通知書を交付し

ます。 

3､ 第６条第１項に基づく休業の申出の撤回は、撤回１回につき１回休業したも
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のとみなし、みなし含め２回休業した場合は同一の子について再度申出をする

ことができません。 

4､ 出生時育児休業開始予定日の前日までに、子の死亡等により出生時育休申出

者が休業申出に係る子を養育しないこととなった場合には、出生時育児休業の

申出はされなかったものとみなします。この場合において、出生時育休申出者は、

原則として当該事由が発生した日に、所属長にその旨を通知しなければなりま

せん。 

 

第１１条［出生時育児休業の期間等］ 

出生時育児休業の期間は、原則として、子の出生後８週間以内のうち４週間（２

８日）を限度として出生時育児休業申出書に記載された期間とします。 

2､ 職員は、出生時育児休業期間変更申出書により所属長に、出生時育児休業開始

予定日の１週間前までに申し出ることにより、出生時育児休業開始予定日の繰

り上げ変更を休業１回につき１回、また、出生時育児休業を終了しようとする日

（以下「出生時育児休業終了予定日」という）の２週間前までに申し出ることに

より、出生時育児休業終了予定日の繰り下げ変更を休業１回につき１回行うこ

とができます。 

3､ 出生時育児休業期間変更申出書が提出されたときは、法人は速やかに当該出

生時育児休業期間変更申出書を提出した者に対し、出生時育児休業取扱通知書

を交付します。 

4､ 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、出生時育児休業は終了

するものとし、当該出生時育児休業の終了日は当該各号に掲げる日とします。 

(1)子の死亡等出生時育児休業に係る子を養育しないこととなった場合 

当該事由が発生した日（なお、この場合において本人が出勤する日は、事

由発生の日から２週間以内であって、法人と本人が話し合いの上決定し

た日とします） 

(2)子の出生日の翌日または出産予定日の翌日のいずれか遅い方から８週間

を経過した場合 

子の出生日の翌日または出産予定日の翌日のいずれか遅い方から８週間

を経過した日 

(3)子の出生日（出産予定日後に出生した場合は、出産予定日）以後に出生時

育児休業の日数が２８日に達した場合 

子の出生日（出産予定日後に出生した場合は、出産予定日）以後に出生時

育児休業の日数が２８日に達した日 

(4)出生時育休申出者について、産前・産後休業、育児休業、介護休業または

新たな出生時育児休業期間が始まった場合 

産前・産後休業、育児休業、介護休業または新たな出生時育児休業の 

開始日の前日 

5､ 本条第４項第１号の事由が生じた場合には、出生時育休申出者は原則として

当該事由が生じた日に所属長にその旨を通知しなければなりません。 
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第３節 育 児 短 時 間 勤 務 

 

第１２条［育児短時間勤務］ 

職員で小学校就学の始期までの子と同居し、養育する者は、申出ることにより、

正規職員の所定労働時間を６時間または５時間３０分とすることができます。

なお、この短縮は、原則として申出者が始業、終業のいずれかの時刻を変更する

ことにより行なうものとします。 

（１歳に満たない子を育てる女性職員は更に別途３０分ずつ２回の育児時間を

請求することができます） 

2､ 前項にかかわらず、日雇職員および１日の所定労働時間が６時間以下の職員

は、育児短時間勤務をすることができません。 

3､ 第１項にかかわらず、法人と職員の代表者が協定を結んだ場合には、次の職員

は育児短時間勤務をすることができません。 

(1)入社１年未満の者 

(2)所定労働日数が週２日以下の者 

4､ 申出しようとする者は、１回につき、１ヵ月以上１年以内の期間について、短

縮を開始しようとする日および短縮を終了しようとする日を明らかにして、原

則として短縮開始予定日の１ヵ月前までに育児短時間勤務申出書を所属長に提

出しなければなりません。申出書が提出されたときは､法人は速やかに申出者に

対し、育児短時間勤務取扱通知書を交付します。その他適用のための手続等につ

いては、育児休業の手続きに関する規定を準用します。 

 

 

第３章 介護休業制度 

 

 

第１３条［介護休業の対象者］ 

要介護状態にある家族を介護する職員（日雇職員を除く）は、この規程に定める

ところにより介護休業をすることができます。ただし、有期契約職員にあっては、

申出時点において、介護休業を開始しようとする日（以下、「介護休業開始予定

日」という）から９３日経過日から６ヵ月を経過する日までに労働契約期間が満

了し、更新されないことが明らかでない者に限り介護休業をすることができま

す。 

2､ 前項にかかわらず、法人と職員の代表者が協定を結んだ場合には、次の職員は

介護休業をすることができません。 

(1)入社１年未満の者 

(2)申出日から９３日以内に雇用関係が終了することが明らかな者 

(3)所定労働日数が週２日以下の者 

3､ この要介護状態にある家族とは、負傷、疾病または身体上もしくは精神上の障
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害により２週間以上の期間にわたり常時介護を必要とする状態にある次の者を

いいます。 

(1)配偶者（事実婚を含む） 

(2)父母（養親を含む） 

(3)子（養子を含む） 

(4)配偶者の父母 

(5)祖父母、兄弟姉妹または孫 

(6)上記以外の家族で法人の認めた者 

 

第１４条［介護休業の申出の手続等］ 

介護休業をすることを希望する者は、原則として介護休業開始予定日の２週間

前までに、介護休業申出書を所属長に提出することにより申出るものとします。

ただし、すでに介護休業中である有期契約職員が雇用契約を更新するにあたり、

引き続き休業を希望する場合には、更新された雇用契約期間の初日を介護休業

開始予定日として、介護休業申出書を所属長に提出することにより再度の申出

ができるものとします。 

2､ 前項にかかわらず、介護休業開始日の２週間前までに申出がなかった場合に

は、法人は、休業を開始しようとする日以降の、申出日の２週間後の応当日まで

の間の日を介護休業開始日として指定することができます。ただし、有期契約職

員が、雇用契約更新に伴い、雇用契約の初日を介護休業開始予定日として再度申

出る場合は指定することはできません。 

3､ 申出は、対象家族１人につき３回までとします。ただし、本条第１項の後段の

申出をしようとする場合にあっては、この限りではありません。 

4､ 法人は、介護休業申出書を受け取るに当たり、必要最小限度の各種証明書の提

出を求めることがあります。 

5､ 介護休業申出書が提出されたときは、法人は速やかに当該介護休業申出書を

提出した者（以下｢申出者｣という）に対し、介護休業取扱通知書を交付します。 

 

第１５条［介護休業の申出の撤回等］ 

申出者は、介護休業開始予定日の前日までは、所属長に介護休業申出撤回届を提

出することにより、介護休業の申出を撤回することができます。 

2､ 介護休業申出撤回届が提出されたときは、法人は速やかに当該介護休業期間

申出撤回届を提出した者に対し、介護休業取扱通知書を交付します。 

3､ 同一の対象家族について、２回連続して介護休業の申出を撤回した者につい

て、当該家族については再度の申出はできません。ただし、法人がこれを適当と

認めた場合には、申出ることができるものとします。 

4､ 介護休業開始予定日の前日までに、申出に係る家族の死亡等により申出者が

家族を介護しないこととなった場合には、介護休業の申出はされなかったもの

とみなします。この場合において、申出者は原則として当該事由が発生した日に、

所属長にその旨を通知しなければなりません。 
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第１６条［介護休業の期間等］ 

介護休業は、対象家族１人につき、原則として通算９３日までの範囲内で介護休

業申出書に記載された期間とします。 

2､ 職員は、介護休業期間変更申出書により、介護休業を終了しようとする日（以

下｢介護休業終了予定日｣という）の２週間前までに所属長に申出ることにより、

介護休業終了予定日の繰下げ変更を行うことができます。この場合において介

護休業開始予定日から変更後の介護休業終了予定日までの期間は、通算９３日

を超えないことを原則とします。 

3､ 介護休業期間変更申出書が提出されたときは、法人は速やかに当該介護休業

期間変更申出書を提出した者に対し、介護休業取扱通知書を交付します。 

4､ 職員が介護休業終了予定日の繰上げ変更を希望する場合には、変更後の介護

休業終了予定日の２週間前までに所属長に書面で申出るものとし、法人がこれ

を適当と認めた場合には、速やかに本人に通知します。 

5､ 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、介護休業は終了するも

のとし、当該介護休業の終了日は当該各号に掲げる日とします。 

(1)家族の死亡等介護休業に係る家族を介護しないこととなった場合 

当該事由が発生した日（なお、この場合において本人が出勤する日は、事

由発生の日から２週間以内であって、法人と本人が話合いの上決定した

日とします） 

(2)申出者について、産前産後休業、育児休業、出生時育児休業または新たな

介護休業が始まった場合 

産前産後休業、育児休業、出生時育児休業または新たな介護休業の開始日

の前日 

6､ 前項第１号の事由が生じた場合には、申出者は原則として当該事由が生じた

日に、所属長にその旨を通知しなければなりません。 

 

第１７条［介護短時間勤務］ 

要介護状態にある家族を介護する職員は、所定労働時間について正規職員の所

定労働時間の２時間の短縮を申出ることができます。なお、この短縮は、原則と

して申出者が始業、終業のいずれかの時刻を変更することにより行なうものと

します。 

2､ 前項にかかわらず、日雇職員は介護短時間勤務をすることができません。 

3､ 第１項にかかわらず、法人と職員の代表者が協定を結んだ場合には、次の職員

は介護短時間勤務をすることができません。 

(1)入社１年未満の者 

(2)所定労働日数が週２日以下の者 

4､ 申出しようとする者は、利用開始の日から３年の間で２回までの範囲内で、短

縮を開始しようとする日および短縮を終了しようとする日を明らかにして、原

則として短縮開始予定日の２週間前までに介護短時間勤務申出書を所属長に提

出しなければなりません。申出書が提出されたときは､法人は速やかに申出者に
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対し、介護短時間勤務取扱通知書を交付します。その他適用のための手続等につ

いては、介護休業の手続きに関する規定を準用します。 

 

 

第４章 看護等休暇 

 

 

第１８条［子の看護等休暇］ 

小学校第３学年修了までの子を養育する職員は、対象となる子の負傷、疾病等の

看護のため、当該子に予防接種や健康診断を受けさせるため、感染症に伴う学級

閉鎖等になった子の世話のため、または当該子の入園（入学）式、卒園式への参

加のために、毎年６月１日を起算日とし、当該子が１人の場合は年間５日、２人

以上の場合は年間１０日を限度として、看護等休暇を取得することができます。 

2､ 前項にかかわらず、次の職員は本制度の対象としません。 

(1)日雇職員 

(2)労使協定により、適用を除外された、週の所定労働日数が２日以下の者 

3､ 子の看護等休暇は、時間単位で始業時刻から連続、または終業時刻まで連続し

て取得することができます。 

4､ 看護等休暇の申出は原則として、事前に所属長に看護等休暇申出書を提出す

るものとします。なお、緊急の場合には、電話連絡を認めます。 

 

 

第５章 介護休暇 

 

 

第１９条［介護休暇］ 

要介護状態にある家族の介護その他の世話をする職員は、毎年６月１日を起算

日とし、当該家族が１人の場合は年間５日、２人以上の場合は年間１０日を限度

として、介護休暇を取得することができます。 

2､ 前項にかかわらず、次の職員は本制度の対象としません。 

(1)日雇職員 

(2)労使協定により、適用を除外された、週の所定労働日数が２日以下の者 

3､ 介護休暇は、時間単位で始業時刻から連続、または終業時刻まで連続して取得

することができます。 

4､ 介護休暇の申出は原則として、事前に所属長に介護休暇申出書を提出するも

のとします。なお、緊急の場合には、電話連絡を認めます。 
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第６章 所定外労働の制限（残業の免除） 

 

 

第２０条［育児・介護のための所定外労働の制限］ 

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が当該子を養育するため、

または要介護状態にある家族を介護する職員が当該家族を介護するために申出

た場合には、事業の正常な運営に支障がある場合を除き、所定労働時間を超えて

労働をさせることはありません。 

2､ 前項にかかわらず、次の職員は本制度の対象としません。 

(1)日雇職員 

(2)労使協定により、適用を除外された次の者 

ア．入社１年未満の者 

イ．週の所定労働日数が２日以下の者 

3､ 申出をしようとする者は、１回につき、１ヵ月以上１年以内の期間（以下この

条において「制限期間」という）について、制限を開始しようとする日（以下こ

の条において「制限開始予定日」という）および制限を終了しようとする日を明

らかにして、原則として、制限開始予定日の１ヵ月前までに、育児・介護のため

の所定外労働制限申出書を所属長に提出しなければなりません。この場合にお

いて、制限期間は、次条第３項に規定する制限期間と重複しないようにしなけれ

ばなりません。 

4､ 法人は、所定外労働制限申出書を受け取るに当たり、必要最小限度の各種証明

書の提出を求めることがあります。 

5､ 申出の日後に申出に係る子が出生したときは、所定外労働制限申出書を提出

した者（以下この条において「申出者」という）は、出生後２週間以内に所属長

に出生届を提出しなければなりません。 

6､ 制限開始予定日の前日までに、申出に係る子の死亡等により申出者が子を養

育しないこととなった場合、または申出に係る家族の死亡等により、申出者が家

族を介護しないこととなった場合には、申出されなかったものとみなします。こ

の場合において、申出者は、原則として当該事由が発生した日に、所属長にその

旨を通知しなければなりません。 

7､ 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、制限期間は自動的に終

了するものとし、当該制限期間の終了日は当該各号に掲げる日とします。 

(1)家族の死亡等制限に係る子を養育または家族を介護しないこととなった

場合 

当該事由が発生した日 

(2)制限に係る子が小学校就学の始期に達した場合 

子が６歳に達する日の属する年度の３月３１日 

(3)申出者について、産前産後休業、育児休業、出生時育児休業または介護休

業が始まった場合 
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産前産後休業、育児休業、出生時育児休業または介護休業の開始日の前日 

8､ 前項第１号の事由が生じた場合には、申出者は原則として当該事由が生じた

日に、所属長にその旨を通知しなければなりません。 

 

 

第７章 時間外労働の制限 

 

 

第２１条［育児・介護のための時間外労働の制限］ 

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が、当該子を養育するため、

または要介護状態にある家族を介護する職員が当該家族を介護するために申出

た場合には、就業規則の規定および時間外労働に関する協定にかかわらず、事業

の正常な運営に支障がある場合を除き、１ヵ月について２４時間、１年について

１５０時間を超えて時間外労働をさせることはありません。 

2､ 前項にかかわらず、次の各号に掲げるいずれかに該当する職員は時間外労働

の制限を申出ることができません。 

(1)日雇職員 

(2)入社１年未満の者 

(3)所定労働日数が週２日以下の者 

3､ 申出しようとする者は、１回につき、１ヵ月以上１年以内の期間（以下｢制限

期間｣という）について、制限を開始しようとする日（以下｢制限開始予定日｣と

いう）および制限を終了しようとする日を明らかにして、原則として制限開始予

定日の１ヵ月前までに、育児･介護のための時間外労働制限申出書を所属長に提

出しなければなりません。この場合において、制限期間は、前条第３項に規定す

る制限期間と重複しないようにしなければなりません。 

4､ 法人は、時間外労働制限申出書を受け取るに当たり、必要最小限度の各種証明

書の提出を求めることがあります。 

5､ 申出の日後に申出に係る子が出生したときは、時間外労働制限申出書を提出

した者（以下｢申出者｣という）は、出生後２週間以内に所属長に時間外労働制限

対象児出生届を提出しなければなりません。 

6､ 制限開始予定日の前日までに、申出に係る家族の死亡等により申出者が子を

養育または家族を介護しないこととなった場合には、申出はされなかったもの

とみなします。この場合において、申出者は、原則として当該事由が発生した日

に、所属長にその旨を通知しなければなりません。 

7､ 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、制限期間は終了するも

のとし、当該制限期間の終了日は当該各号に掲げる日とします。 

(1)家族の死亡等制限に係る子を養育または家族を介護しないこととなった

場合 

当該事由が発生した日 
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(2)制限に係る子が小学校就学の始期に達した場合 

子が６歳に達する日の属する年度の３月３１日 

(3)申出者について産前産後休業、育児休業、出生時育児休業または介護休業

が始まった場合 

産前産後休業、育児休業、出生時育児休業または介護休業の開始日の前日 

8､ 第７項第１号の事由が生じた場合には、申出者は原則として当該事由が生じ

た日に、所属長にその旨を通知しなければなりません。 

 

 

第８章 深夜業の制限 

 

 

第２２条［育児・介護のための深夜業の制限］ 

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員が当該子を養育するためま

たは要介護状態にある家族を介護する職員が当該家族を介護するために申出た

場合には、就業規則の規定にかかわらず、事業の正常な運営に支障がある場合を

除き、午後１０時から午前５時までの間（以下｢深夜｣という）に労働させること

はありません。 

2､ 前項にかかわらず、次の職員は深夜業の制限を申出ることができません。 

(1)日雇職員 

(2)入社１年未満の者 

(3)申出に係る家族の１６歳以上の同居の家族が次のいずれにも該当する者 

ア．深夜において就業していない者（１ヵ月について深夜における就業が

３日以下の者を含む）であること。 

イ．心身の状況が申出に係る子の保育または家族の介護をすることがで

きる者であること。 

ウ．６週間（多胎妊娠の場合にあっては、１４週間）以内に出産予定でな

いか、または産後８週間以内でない者であること 

(4)所定労働日数が週２日以下の者 

(5)所定労働時間の全部が深夜にある者 

3､ 申出しようとする者は、１回につき、１ヵ月以上６ヵ月以内の期間（以下｢制

限期間｣という）について、制限を開始しようとする日（以下｢制限開始予定日｣

という）および制限を終了しようとする日を明らかにして、原則として制限開始

予定日の１ヵ月前までに、所属長に深夜業制限申出書を提出しなければなりま

せん。 

4､ 法人は、この申出に関して必要最小限度の各種証明書の提出を求めることが

あります。 

5､ 申出の日後に申出に係る子が出生したときは、申出者は、出生後２週間以内に

所属長に書面で出生届を提出しなければなりません。 
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6､ 制限開始予定日の前日までに、申出に係る家族の死亡等により申出者が子を

養育または家族を介護しないこととなった場合には、申出はされなかったもの

とみなします。この場合において、申出者は、原則として当該事由が発生した日

に、所属長にその旨を通知しなければなりません。 

7､ 次の各号に掲げるいずれかの事由が生じた場合には、制限期間は終了するも

のとし、当該制限期間の終了日は当該各号に掲げる日とします。 

(1)家族の死亡等制限に係る子を養育または家族を介護しないこととなった

場合 

当該事由が発生した日 

(2)制限に係る子が小学校就学の始期に達した場合 

子が６歳に達する日の属する年度の３月３１日 

(3)申出者について産前産後休業、育児休業、出生時育児休業または介護休業

が始まった場合 

産前産後休業、育児休業、出生時育児休業または介護休業の開始日の前日 

8､ 第７項第１号の事由が生じた場合には、申出者は原則として当該事由が生じ

た日に、所属長にその旨を通知しなければなりません。 

9､ 制限期間中の賃金については、別途定める賃金規程に基づき、時間給換算した

額を基礎とした実労働時間分の基本給と諸手当を支給します。 

10､ 深夜業の制限を受ける職員に対して、法人は必要に応じて昼間勤務へ転換さ

せることがあります。 

 

 

第９章 柔軟な働き方を実現するための措置 

 

 

第２３条［柔軟な働き方を実現するための措置］ 

３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を養育する職員（対象職員）は、柔

軟な働き方を実現するために申し出ることにより、次のいずれか１つの措置を

選択して利用することができます。 

(1)養育両立支援休暇 

(2)短時間勤務 

2､ 本条第１項にかかわらず、次のいずれかに該当する職員からの柔軟な働き方

を実現するための措置の申出は拒むことができます。 

(1)日雇職員 

(2)労使協定によって除外された次の職員 

ア．入社１年未満の職員 

イ．１週間の所定労働日数が２日以下の職員 
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第２４条［養育両立支援休暇］ 

柔軟な働き方を実現するための措置の規定に定める養育両立支援休暇の措置内

容および申出については、次のとおりとします。 

(1)対象職員は、子の養育を行うために、１年間に１０日を限度として、養育

両立支援休暇を取得することができます。この場合の１年間とは、６月１

日から翌年５月３１日までの期間とします。 

(2)養育両立支援休暇は、時間単位で始業時刻から終業時刻まで連続して取

得することができます。 

(3)取得しようとする者は、原則として、養育両立支援休暇申出書を事前に所

属長に申し出るものとします。 

2､ 本制度の適用を受けた場合の賃金については、賃金規程により労務提供のな

かった時間分に相当する額を控除します。 

3､ 賞与については、その算定期間に本制度の適用を受ける日がある場合におい

ては、労務提供のなかった時間分に相当する賞与は支給しません。 

4､ 定期昇給及び退職金の算定に当たっては、本制度の適用を受ける日は通常の

勤務をしているものとみなします。 

 

第２５条［短時間勤務］ 

柔軟な働き方を実現するための措置の規定に定める短時間勤務の措置内容およ

び申出については、次のとおりとします。 

(1)対象職員は、申出ることにより、正規職員の所定労働時間を６時間または

５時間３０分とすることができます。なお、この短縮は、原則として申出

者が始業、終業のいずれかの時刻を変更することにより行なうものとし

ます。 

(2)申出しようとする者は、１回につき、１ヵ月以上１年以内の期間について、

短縮を開始しようとする日および短縮を終了しようとする日を明らかに

して、原則として短縮開始予定日の１ヵ月前までに短時間勤務申出書を

所属長に提出しなければなりません。申出書が提出されたときは､法人は

速やかに申出者に対し、短時間勤務取扱通知書を交付する。その他適用の

ための手続等については、育児休業の手続きに関する規定を準用します。 

 

 

第１０章 その他の事項 

 

 

第２６条［賃金等の取扱い］ 

本規程による休業および休暇の期間における賃金等の取り扱いについては次の

とおりとします。 

(1)基本給その他の月毎に支払われる賃金は対象となった期間については支
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給しません。算定方法については賃金規程の欠勤の扱いに準じて行いま

す。 

(2)賞与については、その算定対象期間に育児･介護休業をした期間および子

の看護等休暇が含まれる場合には、出勤日数により日割りで計算した額

を支給します。 

(3)定期賃金見直しは、育児･介護休業の期間中は行わないものとし、育児･介

護休業期間中に定期賃金見直しの期日が到来した者については、復職後

に勤務実態に応じ賃金を見直します。 

(4)退職金の算定については、育児･介護休業をした期間を勤務したものとし

て勤続期間に算入します。 

2､ 本規程による短時間勤務の適用を受ける期間の賃金等については、次のとお

りとします。 

(1)毎月支払われる賃金については、賃金規程により、時間給換算した額を基

礎とした実労働時間分の基本給と諸手当を支給します。 

(2)賞与および定期賃金見直しの算定については、その算定対象期間に１ヵ

月以上本制度の適用を受ける期間がある場合においては、その期間に応

じて減額を行います。 

(3)退職金の算定については、本制度の適用を受ける期間を通常の勤務をし

ているものとみなします。 

 

第２７条［育児休業期間および介護休業期間中の社会保険料の取扱い］ 

育児休業期間中の社会保険料は一定の要件を満たした場合、免除されます。 

2､ 介護休業により賃金が支払われない月における社会保険料の被保険者負担分

は、各月に法人が納付した額を翌月に職員に請求するものとし、職員は法人が指

定する日までに支払うものとします。 

 

第２８条［復職後の勤務］ 

育児・介護休業後の勤務は、原則として、休業直前の部署および職務とします。 

2､ 前項にかかわらず、本人の希望がある場合および組織の変更等やむを得ない

事情がある場合には、部署および職務の変更を行うことがあります。この場合は、

育児休業終了予定日または介護休業終了予定日の２週間前までに正式に決定し

通知します。 

第２９条［年次有給休暇］ 

年次有給休暇の権利発生のための出勤率の算定に当たっては、育児･介護休業を

行った日は、出勤したものとみなします。 

 

第３０条［育児休業、介護休業等に関するハラスメントの防止］ 

すべての職員は第２章から第８章の制度の申出・利用に関して、当該申出・利用

する職員の就業環境を害する言動を行ってはなりません。 

2､ 前項の言動を行ったと認められる職員に対しては、就業規則に基づき、厳正に
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対処します。 

 

第３１条［法令との関係］ 

育児・介護休業、子の看護等休暇、介護休暇、育児・介護のための所定外労働の

制限、育児・介護のための時間外労働および深夜業の制限ならびに育児・介護短

時間勤務に関して、本規程に定めのないことについては、育児・介護休業法その

他の法令の定めるところによります。 

 

第３２条［附則］ 

本規程は、平成２４年１１月 １日から施行します。 

2､ 本規程は、平成２７年１１月 １日より一部改訂施行します。 

3､ 本規程は、平成２９年 １月 １日より一部改訂施行します。 

4､ 本規程は、平成２９年１０月 １日より一部改訂施行します。 

5､ 本規程は、令和 ３年 ７月 １日より一部改訂施行します。 

6､ 本規程は、令和 ４年 ４月 １日より一部改訂施行します。 

7､ 本規程は、令和 ４年１０月 １日より全面改訂施行します。 

8､ 本規程は、令和 ７年 ４月 １日より全面改訂施行します。 

9､ 本規程は、令和 ７年１０月 １日より一部改訂施行します。 

10､ 本規程は、令和 ８年１０月 １日より一部改訂施行します。 


